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携帯電話対応Web単語帳の開発・運用においては、こうした新たなツールを提供することにより、語彙
学習へのモチベーションの向上が確認されたほか、これまで特に意識化されてこなかった語彙学習が「意識
化」され、同時に外国語学習への意識につながる可能性が示唆された。

Podcastingシステムを用いた配信型教材の開発・運用においては、学習者のモチベーションの向上や、学
習プロセスへの気づきの促進、学習者の教室外における学習時間の増加が確認されたほか、Podcastingによ
る定期的な教材配信が、学習のペースメーカーとしての機能を果たしうることが示唆された。
リソースシェアリングを利用した学習教材については、プロトタイプ版が完成し、今後の試験的運用を目
指して開発がすすめられている。
メディア・ミックスの実践と評価においては、Moodleのような学習支援システムと対面授業の組み合わ

せの有効性について、他の学習者がどのような問題をかかえているかを知ることができるなど学習に有効な
効果をもたらすことがある一方で、オンラインによる学習支援と対面授業の、それぞれの長所・短所を考慮
した「明確な役割分担」の必要性があらためて浮き彫りになった。
また、自律学習のための環境構築（SLC）の実践と評価では、自律学習用英語ライティング支援ソフトの
利用が、帰国子女生の文法的精確度を増すことが明らかになった。一方で、学習支援ソフトの利用は学習動
機を高める効果は持っても、実際の学習スタイルの変化などは対面での授業や学習仲間との交流に帰せられ
るという結果も出ている。これにより、複数ある学習環境の可能性を適切に使い分けるための計画性が指導

画像 21　学習者による教材開発プロジェクト・コミュニティ

画像 22　学習者による教材開発プロジェクトの構想図
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者には必要であることも示唆された。

2-4　提案

以上の実践より、次のような提言を導き出すことができる。

◦自律学習を助けるオンデマンド・マルチメディア教材の提供
現状でもすでに多くのマルチメディア教材は存在するが、自律学習能力の育成を想定したものはそれほど
多くない。実際に話され使われているという意味でのオーセンティックな音声を繰り返し聞くことは、言語
習得のうえでもきわめて効果的であると考えられるが、こうした学習を時間・場所にとらわれずに行うこと
のできるオンライン・マルチ教材を提供する環境整備がすすめられれば、学習者が主体となった学習をより
強力に支援することにつながるだろう。また、インターネットや携帯電話などの端末を通じて、他の学習者
とバーチャルなコミュニティを形成し、協働学習を行うことのできる環境の整備も、社会構成主義的な観
点から見た学習支援のうえで効果が高いと考えられる。ユビキタス社会の到来を見据え、今後はますます
e-learningのみならず m-learning（モバイル・ラーニング）も含めた学習環境を構築していくことが望まれる
だろう。

◦授業外での自律学習と個人別目標へ向けての学習
従来の教育観では、学習は「授業」に大きく依存し、学習目標も画一化して捉えられる傾向が強かったと
言える。しかしながら、学習者は人それぞれ異なった学習スタイルや学習に対する嗜好を持っていることを
考慮するならば、授業外での自律学習を支援する学習環境の構築にあたっても、個人の学習履歴をデータベ
ース化しそれを反映した個人向けのフィードバックが行えるような LMSの構築が望まれる。これが実現す
れば、学習者は自らの学習を振り返りつつさらに学習をすすめていくという自律学習をすすめるうえで、適
宜、個人の学習履歴に基づくフィードバックが得られるという技術環境が整い、学習者の支援につながると
考えられる。

3　同期型連携システムの充実による遠方の学習者との連携（提案 E）-2））

3-1　背景と仮説
言語学習において「言語能力」「コミュニケーション能力」と並んで促進されるべき重要な能力に「自律
学習能力」「協働学習能力」がある。学習者が自ら学習の計画を立て、それを実行し、さらに自身の学習を
モニタリングして評価する「自律学習」の能力は、放っておいても身につくものではない。また、他者との
交流を通して学ぶ「協働学習」の能力も、そのための「場」が提供されなければ育成されにくい。したがっ
て外国語教育の従事者は、学習者の「言語能力」「コミュニケーション能力」と並んで、これらの能力の育
成も意識的に行っていく必要がある。これにより、主体性を持った学習者が育成され、「学び」の相乗効果
も期待されるであろう。
外国語教育において、「話す」「聞く」「読む」「書く」といったコミュニカティブな活動を通しての言語学

習・言語使用と並び、言語について探求し、発見し、試行するといった活動を通して言語についての意識を
高めること、さらには、自らの学習体験や学習プロセスを評価し、学ぶことに対する意識を高めて「学ぶこ
とを学ぶ」ことは、言語学習の重要な柱となる3）。Rüscho�/Wol�（1999）は、新しい外国語授業の基本となる

3） Rüscho�, Bernd/Wol�, Dieter (1999), Fremdsprachenlernen in der Wissensgesellschaft, Ismaning, p. 55.
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5つのキーワード、すなわち「プロセス中心」「行動・プロジェクト中心」「オーセンティシティ」「社会的
協働学習」「自律性」の条件を満たすものとして、コンピュータやインターネットなどの情報通信技術（ICT）
を利用した外国語教育はもっとも有効なかたちのひとつであるとしているが、たしかに Rüscho�/Wol�の言
うように、教室における言語使用を考えるとき、ICTを用いながらグループで問題解決を模索させるとい
った協働活動は、教員の入念な準備と巧みなリードがあれば、非常に大きな学習効果を生むだろう4）。また、
Wol�（2002）は、構築主義に基づく言語学習においては学習者の「構築的能力」の促進が重要であるとし、
その際の学習目標として、「言語処理に関するストラテジー」「他者とのインタラクションに関するストラテ
ジー」「学習に関するストラテジー」を挙げている5）。さらに、教室を超えて、他の学校、他のクラスとの連
携を実現すること、「学習者コミュニティ」を構築することも、ICTが発達した現代においては、今後ます
ます重要となるだろう。共に学ぶ学習者が、実際に、あるいはバーチャル上で（遠隔システムあるいはイン
ターネット等を通じて）出会い、意見を交換できる場が形成されることにより、学習者の「自律学習能力」
「協働学習能力」が活性化されるばかりでなく、相互に動機を高め合う効果も期待される。ただし、実際に
どのような環境の構築によってどのような効果が得られるかについては、実証的研究による検証が必要であ
る。

3-2　研究手法
AOP「自律学習環境整備ユニット」の「自律・協働学習」部門では、上のような問題提起のもと、大別し

て以下の 3つのプロジェクトを行った。

3-2-1） 　初年次外国語教育における大学間 CSCL研究（OKプロジェクト）
3-2-2） 　Interactive Voice Community（IVC）
3-3-3） 　学校間連携による同期型・非同期型協調学習コミュニティ形成と学習環境デザイン研究

3-2-1　初年次外国語教育における大学間 CSCL研究（OKプロジェクト）
「CSCL（Computer Supported Collaborative Learning）」に代わる「CSCLL（Computer Supported Collaborative 

Language Learning）」環境に基づく大学初年次の外国語教育の効果を明らかにすることを目的とし、協調学
習を通じての学習観や動機の変化を実証的に検証することを試みたものである。海外の大学との連携ではな
く、国内の大学で同じ外国語を学ぶ 2つのクラスが、独立した授業を行いつつもチーム学習を取り入れると
いう合同協調学習の形式は、これまでにもあまり例のない試みである。

3-2-2　Interactive Voice Community（IVC）
本プロジェクトでは、中学生・高校生の英語学習者を対象に、インターネット上に学習者コミュニティを
構築し、これに参加することが学習者の自律・協働学習能力の形成にどのような作用を持つかを実証的に検
証することを目指したプロジェクトである。試みとして、学習者自身が作成した英語によるラジオ番組とそ
れに対するコメントをアップできる場をインターネット上に設け、音声による学習者コミュニティを形成、
また、複数の学校において同じリーディング・テキストを授業で扱い、そのコメントをアップし共有できる
学習者コミュニティの構築を行った。

4） Rüscho�/Wol�, p. 58.
5） Wol�, Dieter (2002): Fremdsprachenlernen als Konstruktion. Grundlagen für eine konstruktivistische Fremdsprachendidaktik. Frankfurt 
a.M.; Berlin; Bern; Bruxelles; New York; Oxford; Wien, p. 347.
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3-2-3　学校間連携による同期型・非同期型協調学習コミュニティ形成と学習環境デザイン研究
本プロジェクトは、2.2.と同じく学校間の連携や学習者コミュニティの形成を目指しつつも、テレビ会議

システムとその自動録画システムという新しい技術を用いた学習環境を構築し、それによる学習効果を測る
ための基盤づくりを目指した研究である。本プロジェクトでは、2007年度に、慶應義塾大学日吉キャンパ
スにおける拠点形成に向け、協調学習ネットワークの中心基盤となる技術環境の整備とテスト運用を行った。
現在のオーラルコミュニケーションの授業では、ALTを含め教員以外との接点が少なく、対象言語の使

用が教室内でのシミュレーションの域を出ないことが少なくない。外部の人材等の活用は不十分であり、実
体験を通じた英語による国際交流の機会も少ないことが指摘されている。そうした現状では、対象言語を使
って他者と結び付いたり問題解決を図ったりする必然性が低く、多くの学習者にとっては学習意欲を膨らま
せることが困難である。このような問題を克服するには、生きた対象言語によるコミュニケーションの場を
創出することが必要になる。そのため、本プロジェクトでは、同期型連携システムによる学習環境の充実と
拡大を行った。
この関連で挙げられるのが、学校間連携による同期型・非同期型協調学習コミュニティ形成と学習環境デ
ザイン研究である。これは、国内はもとより、ヨーロッパおよび東アジア地区を中心とする海外の教育機関
と同期型・非同期型の言語協調学習コミュニティの構築を行い、複言語主義的な言語学習環境デザインを研
究するものである。高度情報化の時代を迎えた今、教育・学習は教室の枠を超え、学校や地域、国境に囚わ
れない、文化的にさまざまな外の世界に開かれた形態に変貌を遂げつつある。このような状況を背景に、社
会構成主義に基づく教育的パラダイムに移行するにあたり、学校間の国際連携、学習コミュニティの形成、
さらに協調学習などのコラボレーション研究を構築することが求められている。本研究では、これらの観点
からこれまで取り組んできた研究の成果と塾内での連携をもとに日吉キャンパスに協調学習の拠点を構築し、
恒常的な教育・学習環境として定着を図った。また、ヨーロッパの教育機関との学習コミュニティの形成（画
像 23、画像 24）を継続して行った。さらに、東アジア地区での学習コミュニティの形成と、学習環境デザ
インの研究を行った。

3-3　結果と考察
自律・協働学習環境の構築の枠組みで実施した上述の「OKプロジェクト」においては、心的距離と親和

的動機・達成動機の関係性について、次の点が明らかになった。
（1） 交流の環境を整えた場合でも、その交流を促進させる仕掛けがなければ自然発生的に大学間交流は

行われない。
（2） 動機付けがなされていない他者からの影響は少ない

画像 23　テレビ会議での日本側の映像 画像 24　テレビ会議でのフランス側の映像
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（3） 心的距離が遠い他者には親和的動機が起きにくく、達成動機が促進される。
（4） 心的距離が近い他者には達成動機が起きにくく、親和動機が促進される。（対面、非対面を問わな

い。）

また、学校間連携による同期型・非同期型協調学習コミュニティ形成と学習環境デザイン研究では、テレ
ビ会議システムによって遠隔地点を結んだ形での協働学習の有効性が示されるとともに、さらなる拠点形成
が行われた。

IVCプロジェクトにおいては、学習者に対して実施したアンケート調査の結果から、自らのアウトプット
をモニタリングするようになる効果が認められ、こうした活動の有効性が示唆された。

学校間連携による同期型・非同期型協調学習コミュニティ形成と学習環境デザイン研究では、遠隔会議シ
ステムを用いた学習環境構築して授業実践を行うとともに、その効果を検証した。慶應義塾では、グルノー
ブル大、シンガポール国立大、清華大、台湾師範大、韓国高麗大、カリフォルニア・エメリー高校とテレビ
会議（画像 25）を用いた授業を実施した。
調査の結果、フィードバックによるカリキュラム設計上の工夫が学生の不安を軽減させる可能性を見出す
ことができた。また、慶應義塾、麗澤大学、エメリー高校の間で行われた、写真を用いたプログラムにおい
ては、参加者間の年齢層の違いなども越えて、チャットを用いて活発な交流がなされた。さらに、授業内に
留まらない活用の方法として、遠隔会議システムを通した外国語自律学習環境の実現も課題として挙がった。
その点をさらに精緻に調査するため、パリ第Ⅶ大学とのテレビ会議と SFCや国内の高等学校とのテレビ会
議システムを使った授業外ワークショップを実施した。テレビ会議による外国語学習の指導における、学習
者の不安解消や学習過程での疑問解消への効果、教員の発言頻度の向上や機器の操作習熟などについて、従
来にはない新たな知見を得ることができた。
テレビ会議システムについては、環境の構築後、いかにこれを定着させるかということもまた重要な問題
である。システムの定着に至るまでの段階としては、以下の 3つの段階が考えられる。

（1） 通信実験的なネットワーク形成段階
（2） 学習・教育環境としての整備段階
（3） 学習者の自律的選択を可能にする環境の一つとしての定着段階

本プロジェクトにおいては、（1）の段階では、技術的な問題の解決と海外での拠点形成が優先課題であり、
それには数年にわたる粘り強い努力が必要であった。幸い遠隔映
像通信技術の長足の進歩に後押しされて、海外拠点は筆者本人が
関わったものだけでも、中国北京、台湾台北、シンガポール、韓
国ソウル、米国カリフォルニアと広がった。海外拠点はひとたび
形成されるとキーパーソンとの結びつきが非常に強くなり、拠点
同士のネットワーク作りは比較的順調に進む。（2）の段階では主
に各拠点における学習・教育環境としてのＴＶ会議のコンセプト
や位置づけが明確になり、教育カリキュラムに確実に組み込まれ
ていく段階であった。（3）の段階では更に進んで、学習者自身が
自主的に参加できる態勢や教育カリキュラムにレギュラーに取り
入れられる態勢が整った。つまり構築された「ＴＶ会議」ネット
ワーク環境が学習・教育のステージに定着したということである。 画像 25　テレビ会議システム
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慶應義塾大学を基点とした場合、全世界のどこの大学に通信可能な拠点が形成されているかを一覧できる
拠点マップを作るために、全塾に向けてアンケート調査を行った。調査対象は外国語教育に限らなかったが、
欧米、アジアを中心に足がかりとなる拠点は少なくないことがわかった。これらの拠点は今後、外国語学習
環境という視点でネットワークを広げていくための有力な拠点候補になると思われる。

4.提案

以上の実践より、次のような提言を導き出すことができる。

◦同期型連携システムの充実による遠方の学習者との連携の促進
従来の学習においては、遠方にいる学習者間の協働学習が困難であり、またネイティブ・スピーカとの国
境をまたいだ協働学習は実現が難しいという問題があった。同期型連携システムを充実させれば、こうした
「学習者の孤立化」の問題を解決し、遠方にいる学習者間の連携を促進させることができるだろう。これは、
協働学習の可能性をさらに広げる、大きな学習支援となりうるため、今後ますますおしすすめられるべきで
あると言える。協働学習は、例えば日本人ドイツ語学習者がドイツに住む日本語学習者と連携し、タンデム
形式で互いに発表し合うなどの国際プロジェクトを行うこともできるばかりでなく、国内であっても、遠隔
の学習者同士でバーチャルな学習コミュニティを形成することによって、ピアサポートを実現する環境を提
供することができるだろう。


